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 エネルギーの安定供給とGX推進は、車の両輪である

 GX推進を実現するためには「トランジション・ファイナンス」は極めて重要

 「トランジション・ファイナンス」の拡大に向けて、官民を挙げた様々な取組が必要

 「トランジション」の定義の透明性：1.5℃目標達成への軌道の合意
 国際ルールとの整合性、国際ルール形成への参画、情報発信

 国際資本市場協会（ICMA）他
 政策的インセンティブ：発行体及び投資家向け
 投融資における排出量（Financed Emission)の開示における工夫
 その他、専門人材の育成等

 原子力・LNGのサステナブルファイナンスにおける位置付けにおいて、グローバルに
も様々な議論が続いている (次ページ参照）

第2回GX実行会議①
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＜直近の国際資本市場における原子力の動向＞
2022年7月 EUタクソノミーにおいて、原子力はLNGと共に、厳しい前提条件(1)

を満たせば、グリーンなエネルギーと分類され、2023年初より正式
に追加予定

＜原子力を資金使途としたサステナブルファイナンスの例＞
・Bruce Power（カナダ）：カナダの国内市場でグリーンボンド（2021年11月）
・オンタリオ電力(カナダ)：カナダの国内市場でグリーンボンド(2022年7月）
・フランス電力 ： グリーンボンドのフレームワークを改訂し、原子力を資金

使途に追加。今後起債を検討

＜市場関係者の見解・反応＞
グローバルの各地域、関係者ごとに、見解は十分に統一されておらず、議論が継
続している。今後の展開が注目される

再生可能エネルギー等の“わかり易い”グリーン関連の資金使途のみならず、
「トランジション」に必要とされる投資を対象とする場合には特に、丁寧かつ慎
重な準備と市場関係者との議論が不可欠

第2回GX実行会議②

(1) 電力中央研究所 2/14/2022 https://criepi.denken.or.jp/jp/serc/discussion/download/21005dp.pdf
原子力については、ライフサイクルのGHG排出量、安全・規制の遵守、廃棄物・廃炉の基金や最終処分場の確保などのスクリーニング基準、LNGについてはライフ

サイクルのGHG排出量、既存の多排出な設備の置換、再生可能ガス・低炭素ガスへの転換などの条件

https://criepi.denken.or.jp/jp/serc/discussion/download/21005dp.pdf


ご参考
(一部再掲）
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サステナブルファイナンスの規模

2021年のサステナブル関連債（中国国内除く）の発行額は1.13兆米ドル

そのうち98%は国際資本市場協会（ICMA）の債券の原則に準拠

____________________
出典 https://www.icmagroup.org/sustainable-finance/
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サステナブルファイナンスの規模

世界の主要地域における債券は殆どICMAの債券の原則に準拠

国際機関による発行においても99%が準拠

____________________
出典 ICMA https://www.icmagroup.org/sustainable-finance/
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International Capital Markets Association (ICMA)  国際資本市場協会

国際資本市場協会（ICMA）とは

65か国から約600の会員組織（銀行、証券、アセットマネージャー、保険会社、弁護士
事務所、中央銀行、その他資本市場のインフラ提供者）によって構成される

スイス法のもとでのNPO法人。国際資本市場の発展のために、規則、原則、推奨など

を発信している。チューリヒを本拠地とし、ロンドン、パリ、ブリュッセル、香港に
もオフィスを有する

グリーンボンド、ソーシャルボンド、サステナビリティボンド、サステナビリティ連
動ボンド等の原則に加え、クライメート・トランジション・ファイナンスのハンドブ
ック等を、官民の市場関係者、ステークホールダーとともに作成、提供している

____________________
出典 https://www.icmagroup.org/About-ICMA/

日本政府によるグリーンボンドガイドライン、サステナビリティ・リンクボンドガイドライン、ソーシャ
ルボンドガイドライン、クライメート・トランジション・ファイナンスに関する基本指針は、全て、ICMA
の上記原則と整合性をとって作成されている
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GFANZ （Glasgow Financial Alliance for Net Zero）(1)

2021年4月、パリ協定(1.5℃目標）及びネットゼロの実現に資するべく発足

様々なネットゼロを意図する金融機関の取組を統合し、2050年までのネットゼロの実現を目指す

現在、世界中の450を超える金融機関が賛同。これらの金融機関の運用資産は130兆米ドル相当となる

PCAF (Partnership for Carbon Accounting Financials)(2) 

投融資を通じて資金提供した先の温室効果ガスの排出量(Financed Emission)を整合的に算定するための枠組
み。Financed Emission として金融機関の非財務情報に計上される

温室効果ガスの排出量のみならず、削減量等も計上する仕組みについて議論。直近では、保険業界の計上方
法についてパブコメを募集中(2022年8月26日まで） (3)

本邦金融機関もメンバーとして議論に参画

(文責）
林 礼子 ： BofA証券株式会社 取締役副社長 / ICMA(国際資本市場協会） 理事

金融機関によるサステナブルファイナンスへのコミットメント等

____________________
(1) https://www.gfanzero.com/about/
(2) https://carbonaccountingfinancials.com/
(3) https://carbonaccountingfinancials.com/newsitem/pcaf-launches-public-consultation-on-global-ghg-accounting-and-reporting-standard-for-the-insurance-industry-progress-report

https://www.gfanzero.com/about/
https://carbonaccountingfinancials.com/
https://carbonaccountingfinancials.com/newsitem/pcaf-launches-public-consultation-on-global-ghg-accounting-and-reporting-standard-for-the-insurance-industry-progress-report
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